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要旨：東日本大震災によって各地で津波による浸水被害が発生しており，建物の直接的な構造被害の他に，

塩害などによる耐久性の低下が懸念されている。本報では，浸水に伴う塩害の実態について，被災地域の住

宅基礎から採取した試料に対して塩化物イオン含有量の分析を行い調査した。その結果，浸水した住宅基礎

のかぶりコンクリートから，将来の性能低下が懸念される量の塩化物イオンが検出された。これにより，津

波による塩害は看過できないレベルであり，対策を要するという結論に至った。 
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1. はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により，各

地で甚大な被害が発生した。本震災の被災特徴として，

津波による被害が大きい点が挙げられる。気象庁の発表

によると，津波高さが岩手県大船渡市で 11.8m，同県釜

石市で 9.3m と推定されている。同庁の記録では，2003

年の十勝沖地震で観測した十勝港の 2.55m が最高であり，

数字の面からも今回の津波の規模がけた違いに大きなも

のであったことが見て取れる 1)。 

その中で，宮城県石巻市の各地においても津波による

浸水被害が発生しており，鮎川では 8.6m を記録した。

さらに，津波による被害の他に，地震に伴う地盤の沈下

による継続的な住宅の浸水被害が発生している地域も存

在している。しかし，津波による浸水被害を受けている

コンクリート構造物の被害程度についての報告は，これ

までにほとんど見られない。 

この現状を鑑み，本報では，震災による浸水に伴う住

宅コンクリート基礎部分の塩害について，塩化物イオン

量の分析により現状を把握した上で劣化予測を行い，鋼

材腐食発生限界濃度を考慮することによって，構造物の

将来的な耐久性能について検討する。 

 

2. 調査概要 

2.1 調査対象地域と塩化物イオンに関する環境条件 

(1) 津波 

図－1 に示す本報告の調査対象地域は，2011 年 3 月 11

日の震災時に津波による浸水被害を受けた。この地域は，

海岸線から直線距離で西に 700m 以上の場所に位置する。

津波による浸水被害では，水流圧や浮遊物および浮力に

よる物理的損害が構造物に生じる可能性が考えられる。

また，構造的被害の他に，海水を浴びたことによる構造

物の質的損害が生じるおそれがある。 

今回の調査対象については，外観目視の範囲では構造

的な被害は見られなかった。 

 

 

図－1 調査対象地域
2) 

図－2 石巻市鮎川の 3/11～6/10 の潮位の推移
3) 
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(2) 地盤沈下と潮の干満による浸水 

電子基準点の解析結果や GPS による上下変動の調査

結果から，東北地方太平洋沿岸において地震に伴い顕著

な沈降が発生していることが確認された。上下方向の最

大変動量は宮城県石巻市鮎川で 1.14m の沈降であったと

される 4)。 

今回調査対象とした石巻市の地域でも地盤が沈下し

たために道路や住宅が浸水する被害が起きている。これ

は，潮の干満に伴いマンホールから水が湧出するためで

ある。この水（以下，道路水）の塩化物イオン濃度は

2819.60 [mg/L]であり，塩化ナトリウムの濃度に換算する

と 4946.38 [mg/L]であった。これは，質量パーセント濃

度では 0.49 [wt%]に換算される。一般的な海水の質量パ

ーセント濃度は 2.5 [wt%]前後と言われており 5），道路水

の塩化物イオン濃度は海水と比較して 5 分の 1 程度とな

る。これは，海水が潮の干満に伴って下水道を遡上して

おり，遡上の際に道路水が海水以外の液体と下水道内で

混合したためと推察される。 

図－2 に 3 月 11 日から 6 月 10 日の石巻市鮎川の天文

潮位を示す。約半月に 1 回，定期的に潮位の振幅が大き

くなっている様子が見て取れる。これは，潮位が月の運

行に伴って変動するためである。新月と満月に当たる日

の前後数日間は，潮位の満潮・干潮の差が大きくなる大

潮となる。また，上弦の月，下弦の月に当たる日の前後

数日間は，潮位の満潮・干潮の差が小さくなる小潮とな

る 3)。 

写真－1 に示すように，調査対象地域では大潮時にマ

ンホールから水が湧くので住宅が浸水する。逆に，写真

－2 に示すように，湧水がない期間は道路が完全に乾燥

している様子を観察できる。写真右手奥の住宅の門に見

える土嚢は，庭への水の浸入を防ぐために浸水時に用い

るものである。調査対象地域は，このような乾湿繰返し

状態にあるため，道路水に含まれる塩分による塩害が懸

念される。 

 

写真－1 5 月 31 日（大潮直前）の道路浸水の様子 

写真－2 乾燥時の道路の様子
6) 

 

2.2 調査方法 

2011 年 5 月 31 日（大潮直前）と 6 月 10 日（小潮直後）

に，5 軒の住宅の浸水被害状況調査と，コンクリート基

礎に対するドリル法 7)の適用による試料（以下，ドリル

粉末）の採取を行った。各住宅の名称は A～E 邸とし，1

軒当たり 1～2 箇所の試料採取を行った。得られたドリル

粉末に対して各戸ごとにナンバリングを行い，これをサ

ンプル名（例：A-1）とした。 

図－3 に示すように，構造物に残存する津波の浸水線

を基準点（ゼロ点）として，地面方向に試料採取高さ L 

[cm]を定義した。 

図－4 に，各試料の採取高さを示す。A 邸と D 邸では，

同一の箇所の壁面に対し，削孔する高さを変えて試料を

採取した。大潮時の水位は-89 cm，マンホールからの湧

水が発生する場合に常に浸水する高さを-98 cm として図

中に示した。これは，大潮直前期である 5 月 31 日の試料

採取高さが約-89 cm であり，また，この地域の住人への

聞き取り調査の結果，浸水被害が発生する際に必ず浸水

する高さが約-98 cm 前後までであることが明らかになっ

たためである。 

そこで，試料採取高さごとに塩害環境に関するレベル

分けを次のように設定した。すなわち，-80<L<0 では津

波による浸水，-100<L<-80 では 1 か月に 2 回程度の大潮

による低頻度の浸水，L<-100 では 1 か月に 3 回以上の高

頻度の浸水を想定した。ここは，道路から水が湧出する

場合に必ず浸水する部位であり，最も厳しい塩害環境に

ある可能性が高いと考えられるためである。 

試料採取深さ x [cm]は，コンクリート表面を基準点と

して定義し，表面から 1cm まで（x=0.5cm），1～2cm

（x=1.5cm），2～3cm（x=2.5cm）と深度別にドリル粉末

を採取することにより深さ方向の塩化物イオン量を分析

する。 
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図－3 試料採取高さの定義 

図－4 各試料の採取高さ 

 

3. 塩化物イオン濃度分析による劣化現状の評価 

海水を含有する水により浸水被害を受けた住宅のコ

ンクリート基礎中の塩化物イオン量を定量するために，

JIS A 1154 に規定する全塩化物イオンの定量法 7)に準拠

して塩化物イオン濃度の分析を行った。 

3.1 全塩化物イオンの抽出 

JIS A 1154 に準拠して，ドリル粉末を 200mL の硝酸に

溶解し，これをろ過することでドリル粉末に含まれる全

塩化物イオンを抽出した。 

3.2 吸光光度法による塩化物イオンの定量 

(1) 実験の概要 

JIS A 1154 に基づき，3.1 節で得たろ液の一部を分取し，

チオシアン酸水銀（II）及び硫酸アンモニウム鉄（III）

を加えた。チオシアン酸イオンと鉄（III）とが反応して

だいだい赤に呈色する錯体の吸光光度を測定して，塩化

物イオン濃度 S [mg/L]を定量した。 

(2) 塩化物イオン量の計算 

吸光光度の測定で得られた塩化物イオン濃度 S [mg/L]

から式(1)により塩化物イオン質量パーセント濃度 C 

[wt%]を算定し，これを用いて式(2)からコンクリート単

位重量当たりの塩化物イオン量 M [kg/m3]を算出した。本

調査で得られたコンクリート試料は絶乾単位重量が不明

なため，換算に当たってはコンクリートのおおよその絶

乾単位質量平均値 2,200 [kg/m3]として使用した。 

S 10 ⁄ 200 1000⁄ 100 (1) 

100⁄ 2200 (2) 

ここに，C：塩化物イオン質量パーセント濃度 [wt%]， 

S：吸光光度法から求めた試料溶液中の塩化物

イオン濃度 [mg/L]， 

W：試料質量 [g]， 

M：コンクリート単位重量当たりの全塩化物

イオン量 [kg/m3] 

3.3 塩化物イオン測定結果に及ぼす骨材量の影響の補正 

ドリル法により構造物からコンクリート試料を採取

する場合，採取可能な試料の量が少ないために，ドリル

粉末中のセメントペースト分と骨材分の比と測定の対象

とした実構造物コンクリートのものと異なる可能性が高

く，測定結果に大きなばらつきを生じさせることが考え

られる 8)。 

JSCE-G 573 附属書に準拠して，ドリル粉末中の塩化物

イオンの含有量に及ぼす骨材量の影響を考慮し，3.2 節の

操作によって得た全塩化物イオンの分析結果を補正した。 

(1) 実験の概要 

ドリル粉末中の骨材量を求めるため，ドリル粉末を塩

酸に溶解し，この溶解液をろ過することにより不溶残分

を求めた。 

(2) 骨材量の影響の補正計算 

採取したドリル粉末中のセメントペースト分と骨材

分の比が測定の対象とした実構造物コンクリートのセメ

ントペースト分と骨材分の比と異なる場合，実構造物コ

ンクリート中の全塩化物イオンの割合とドリル粉末中の

全塩化物イオンの割合には，式(3)の関係がある 7)。 

この関係を用いて，塩化物イオン量測定結果に及ぼす

骨材量の影響の補正を行った。本調査で得られたコンク

リート試料は調合が不明であるため，骨材量の影響の補

正に当たり実構造物コンクリート中の骨材の割合を 0.8

と仮定した。 

∙ 1 1⁄  (3) 

ここに， ：実構造物コンクリート中の全塩化物イオ

ン [kg/m3]， 

：ドリル粉末中の全塩化物イオン 

[kg/m3]， 

：ドリル粉末中の骨材の割合， 

：実構造物コンクリート中の骨材の割合 

 

4. 将来劣化（塩化物イオンの拡散）の予測 

コンクリート構造物の塩害劣化は，鋼材の腐食が開始

するまでの潜伏期，腐食開始から腐食ひび割れ発生まで
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の進展期，腐食ひび割れの影響で腐食速度が大幅に増加

する加速期，および鋼材の大幅な断面減少などが起こる

劣化期という過程に分けて考えることができる。塩害劣

化進行過程における潜伏期には，塩化物イオンの拡散の

予測が重要である。一般に塩化物の拡散の予測には式(4)

が用いられている 9)。 

, 1 erf
√

 (4) 

ここに，C(x,t)：深さ x [cm]，経過時間 t [年]における

塩化物イオン濃度 [kg/m3]， 

：初期含有塩化物イオン濃度[kg/m3]， 

：表面における塩化物イオン濃度 [kg/m3]， 

：塩化物イオンの見掛けの拡散係数[cm2/年]， 

erf*：誤差関数， 

：予測の精度に関する安全係数（1.0） 

コンクリート中の塩化物イオンの拡散係数と表面塩

化物イオン濃度が判明すれば，時刻 t における塩化物イ

オンの濃度を，式(4)を用いて算定することができる。本

報では式(5)を用い，試料の水セメント比を 70%と仮定し

た上で拡散係数を算定した。表面塩化物イオン濃度は，

調査結果の塩化物イオン濃度分布より算出した 9, 10)。 

log 3.9 W C⁄ 7.2 W C⁄ 2.5	 5 	

ここに， ：塩化物イオンの見掛けの拡散係数の予測

値 [cm2/年]，W/C：水セメント比 

 

5. 塩害の現状評価と劣化の判定 

採取したドリル粉末に対して 3 章の手順に従って塩化

物イオン濃度分析を行い，津波と浸水による当該地区の

住宅基礎の塩害状況について検討を行った。 

さらに，4 章の手順に従って調査対象の 20 年後の塩化

物イオン分布について予測を行い，将来的な劣化状況に

ついて判定を行った。 

図－5 は，上記の操作により得た全塩化物イオン分布

の現状（図－5(a)）と 20 年後の予測（図－5(b)）を試料

採取高さ L との関係で整理したものである。 

5.1 塩害の現状 

図 5(a)は，全塩化物イオン量分布をドリル粉末中の骨

材量で補正したものである。骨材量の補正に際して，試

料 A-1（x=0.5cm）の試料が不足したために，他の部位

（x=1.5cm，2.5cm）の骨材割合を参考にして 0.7 と仮定

して塩化物イオン量を算定した。すべての試料で，補正

後の全塩化物イオン量が小さくなる傾向が見られた。よ

って，今回の調査で採取したドリル粉末は，一般的な構

造用コンクリートと比較してセメントペーストの割合が

多いといえる。 

塩化物イオン濃度の分布状況については，津波や道路

水による外部塩化物の供給により，すべての試料でコン

クリート内部に塩化物イオンが浸入している様子が確認

できる。また，測定結果から算定した近似曲線より，各

住宅の初期含有塩化物イオン濃度は，ほぼゼロであると

推定される。 

さらに，図より試料採取高さ L と含有塩化物イオン量

Mが必ずしも比例関係にないことが確認できる。これは，

各部位での塩化物イオン量が試料採取高さ（浸水深）以

外の要因からも影響を受けるためだと考えられる。 

(1) 津波の影響 

今回の調査で試料を採取した箇所は，すべて 3 月 11

日の津波によって浸水している。しかし，その後の定期

的な浸水により，試料 E 以外の試料は塩水の乾湿繰返し

を受けており，津波による塩害について検討が可能であ

るのは試料 E のみである。この部位には，今後塩化物が

供給される可能性が低いため，中性化などによる塩化物

イオンの深部への濃縮が起こらなければ，鉄筋位置で塩

化物イオンが鋼材腐食発生限界濃度に達する可能性は低

いと考えられる。 

(2) 乾湿繰返しと浸水頻度の影響 

各 高 さ レ ベ ル で 想 定 し た 水 害 は ，「 ① 津 波

（-80<L<0）」・「②大潮（-100<L<-80）」・「③大潮よりも低

い水位レベルの浸水（L<-100）」の 3 つであった。上記

②③の水が対象地域に遡上する際の駆動力や遡上経路に

ついて考えた場合，駆動力は潮の干満であり，②の場合

は大潮のため大量の海水が下水道を遡上するが，③の場

合は②よりも潮の駆動力が小さいために海水が少なくな

り，水溶液中の塩化物イオン量が低くなる可能性がある。

また，②③ともに移動経路が下水道であるために，これ

らの水は津波よりも塩化物イオン濃度が低下しているこ

とは，2.1 節(2)で確認済みである。 

よって，高頻度に乾湿を繰り返すために塩化物イオン

の濃縮が予想される③であっても，雨水や塩化物イオン

濃度の低い道路水がコンクリート表面にかかるような場

合は，乾湿繰返しによる塩化物イオンの濃縮よりも移流

によって塩化物イオンが溶出する量が上回ることが予想

される。試料 C は試料 B よりも低い位置にあり高頻度の

乾湿繰返しを受けるため塩化物イオン含有量が多いこと

も想定されるが，実際には B よりも塩化物イオン量が低

くなっているのはこの理由のためであると考える。 

(3) 同組成の試料を比較した場合 

同一の住宅の基礎壁面に対し削孔する高さを変えて

試料を採取した A-1・A-2 と D-1・D-2 を対象として，高

さや遮蔽物の影響に関して検討を行った。試料 A-1 と

A-2 では，x=2.5cm の位置でほぼ同程度の値をとってい

る。また，x＝1.5cm よりも 2.5cm の方が塩化物イオンの

濃度が高い。この場合，x=2.5cm 付近の中性化フロント

において塩化物イオンの濃縮現象が生じた可能性が考え
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られる。また，A-2 で x＝0.5cm での濃度が極端に低くな

っているのは，流水による移流で塩化物イオンが洗い出

されたためと予想される。 

試料 D-1 と D-2 では，高さのみを考えると D-1 の方が

浸水の危険が少ないが，塩化物イオン量は多くなってい

る。これは，写真－3 に示すように，試料 D-2 採取位置

がコンクリートブロックで覆われていたため，塩化物イ

オンの浸入を阻害したものと考えられる。住宅の場合，

津波や浸水を二次的に遮蔽する周辺構築物が不規則に存

在し，これが塩分移動に影響を及ぼす可能性が想定され

る。このため，今後は周辺遮蔽状況を踏まえた実測計測

が必要であると考えられる。 

 

(i) -80<L<0（津波による浸水部位） (i) -80<L<0（津波による浸水部位） 

  

(ii) -100<L<-80（大潮による浸水部位） (ii) -100<L<-80（大潮による浸水部位） 

  

(iii) L<-100（高頻度な浸水部位） (iii) L<-100（高頻度な浸水部位） 

(a) 現状（初回浸水経験後 3 ヶ月経過） (b) 20 年後の予測 

図－5 コンクリート基礎中の全塩化物イオン量分布 
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写真－3 試料 D-1，D-2 採取箇所 

 

5.2. 劣化予測 

図－5(b)は，調査対象の 20 年後の塩化物イオン分布を

予測したものである。試料 E の部位への塩害は津波由来

の一時的な塩化物イオンの供給のみと考えたため，継続

的な塩分供給を前提とする本手法による予測は行わなか

った。その他の試料では，マンホールからの湧水により，

継続的に一定量の塩化物が供給されると想定した。 

塩化物イオンの鋼材腐食発生限界濃度は，コンクリー

ト単位重量当たり 1.2 [kg/m3]とされている 9)。図で示す

すべての試料のかぶり 7.5cm位置で塩化物イオン量Mが

1.2 [kg/m3]を超過していることがわかる。 

5.3 劣化判定 

今回の調査では，構造物に外観上の変状は見られなか

ったが，浸水によってかぶりコンクリートの塩化物イオ

ン含有量が上昇したため，劣化状態のグレードは状態 I

（潜伏期）であると判断した。現時点では劣化現象は顕

在化していないが，浸水による乾湿繰返しが継続した場

合や中性化が進行した場合，深部に塩素イオンが濃縮さ

れる可能性が高いため，状態 II（進展期）に至ることが

想定される。そのため，脱塩やはつりなどの対処を行う

必要があると考えられる。 

 

6. まとめ 

大規模地震に伴う津波・地盤沈下の影響によって，被

災地域では平時には見られない特殊な周辺環境に依存す

る塩害が発生した。本調査では，津波の影響と下水に混

ざって遡上してくる海水の影響について塩化物イオン濃

度の変化を中心に考察を行った。本調査により得られた

主要な結果は以下に示すとおりである。 

(1) 津波による浸水を一度経験しただけの高い場所に位

置する構造物であっても，高頻度で低塩分濃度の道

路水が繰返し浸水する構造物であっても，かぶりコ

ンクリート中に相当量の塩化物イオンが浸入してい

ることがわかった。津波による塩害に関するこれま

での調査実績が少ないので，被害の実態や対策につ

いて今後さらに検討していく必要があると考えられ

る。 

(2) 試料によっては，塩化物イオン濃度が深さ方向に対

して単純減少をしていない結果が得られたものも存

在した。調査中の制約から中性化深さについて詳細

な調査を行えなかったものの，コンクリートの中性

化に伴う塩化物イオンの濃縮現象についても留意す

る必要があると考えられる。 

(3) 浸水被害が構造物に及ぼす影響因子は塩化物イオン

以外にも存在するものと考えられるため，今後は，

下水の混合による海水の水質変化や，マンホールの

位置，住宅周辺の遮蔽物の影響なども考慮して総合

的に塩分の移動を考慮する必要があると考えられる。 

 

本調査では津波による塩害被害に関する重要な基礎

資料を得た。これは，構造物に起こりうる津波被害対策

への一助になるものと考える。 
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